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１．はじめに 

住民参加型の地域水害リスクマネジメントの必要性

は広く認知されつつあるが、行政と住民との水害に対す

る意識や知識にはかなりの開きがあり、これが地域内で

の防災活動や情報伝達の阻害要因の一つとなっている．

したがって、情報発信とともに地域内の防災情報の理解

力・伝達力を高める必要があり、そのためにも平常時か

ら災害時を想定したリスクコミュニケーション手法の活

用が重要となる1), 2)．このような研究例としては、例え

ば、田村ら3)は戦略計画の概念をワークショップに適用

し、地域防災計画の策定を行っている．川嶌ら4)は地域

コミュニティレベルでの水害リスクコミュニケーション

を支援するシステムを開発し、地域への適用を試みてい

る．また、片田ら5)は行動指南型の洪水ハザードマップ

を用いた水害リスクコミュニケーションの提案を行って

いる．しかしながら、「地域水害リスクマネジメントを

どのように地域で実効的に実践し、統合型システムとし

て支援・対応するのか、さらに、他地域まで展開可能な

方法論をどのようにして構築するのか」との視点で継続

的に実践している研究事例は非常に少ない． 

筆者らは、地域水害リスクマネジメントを実践する

手法として、リスクコミュニケーションとPDCA（Plan-
Do-Check-Action）サイクルを組み合わせた実践フレー

ムを提案し、平成17年度より熊本市壷川校区で本フレー

ムを用いたケーススタディを開始しており、現在も継続 
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中である 1), 6)．その中では、ワークショップ形式による

地域住民とのリスクコミュニケーションを継続的に実践

することで、住民の必要とする防災に関するニーズを把

握し、きめ細かな情報収集と発信および地域での共助活

動を支援可能な情報システムの開発などを通して、オー

ダーメイドの統合型支援システムの構築を目指している．

具体的なケーススタディの内容は次節で述べるが、現状

は約 4 年をかけて 3 巡目の PDCA サイクルが完了した

段階である．1 巡目では、校区住民とのリスクコミュニ

ケーションを通じて、お互いの顔が見える信頼関係を築

き、校区住民が必要とする防災ニーズを的確に把握する

ことに専念した．2 巡目以降は、それらの情報を校区住

民・大学・行政機関で共有するとともに、校区内での共

助活動を支援するオーダーメイドの支援システムの構築

と運用試験を行っている．これまで取り組んできた地域

水害リスクマネジメントの活動概要や把握された地域の

防災ニーズ、およびそれに対応して開発した支援システ

ムの概要については山田ら 7)が説明している．本稿では、

開発した支援システムの地域内での実効性を高め、他地

域へも展開可能な統合化システムとして確立を目指すた

めに、要援護者の個別支援プラン作成と連動した地域展

開の取り組みについてその概要を説明する．その後、取

り組みの実効性・有効性の検証のために実施した避難行

動訓練について説明し、提案した支援システムの評価と

課題について考察する． 

 
２．災害時要援護者の個別支援プラン作成と連動した地

域展開の取り組み 

（１）地域包括支援方式（個別支援プラン） 

1・2 巡目の PDCA サイクルでのリスクコミュニケー

ションを通して把握された災害時要援護者の避難方法・

安否確認という地域のニーズに対応するために、次節で

示す携帯電話と GIS を組み合わせた災害時要援護者の

避難状況・安否確認システムを開発した．しかし、本支

援システムの地域内での実効性を高め、他地域へも展開

可能な統合化システムとして確立を目指すためには、要

援護者の個別支援プラン作成と連動した地域展開の取り

組みが不可欠であり、今回熊本市地域保健福祉課と共同

して校区住民の意見を反映した個別支援プラン（地域包



括支援方式）を作成したので、その概要を説明する． 
まず、災害時要援護者とは、発災時に自力では災害

の認知、情報収集行動、避難行動をとることが困難であ

り、一連の行動には支援を要する人々のことを指す 8)．

具体的には、日常生活においては支障がなくとも、発災

時の情報の理解・判断が困難である心身障害者や乳幼児

など、避難行動に支障が出うる高齢者や傷病者、妊婦な

どが、あるいは日本語の理解に乏しく、災害情報の受

容・理解に制約のある外国人などがこれに該当する．要

援護者支援には日々の情報収集・共有が不可欠となるが、

代表的な情報収集・共有方式は以下の3つである 8)． 
 

① 関係機関共有方式：個人情報保護条例の既定を利用  

し、要援護者本人から同意を得ずに、平常時から福祉関

係部局が保有する要援護者情報を防災関連部局、自主防

災組織、民生委員などの間で共有する方式． 
 
② 手上げ方式：登録制度の広報・周知の後、自ら要援

護者登録名簿などへの登録を希望した者の情報を収集す

る方式． 
 

③ 同意方式：防災・福祉関連部局、自主防災組織、福

祉関係者などの関係機関が要援護者本人に直接的に働き

かけ、必要な情報を収集する方式． 
 
 熊本市では当初②の手上げ方式を採用していたが、登

録は要援護者本人の自発的な意思にゆだねるため、無自

覚者や障害を有することを他人に知られたくない者も多

く、十分に情報収集できていない傾向にある．そのため、

現在の災害時要援護者登録者数は約 3、700 人程度にと

どまっている（熊本市の住民基本台帳によると 65 歳以

上の高齢者は 137、528 人、障害者は 34、194 人であ

る）9)．そこで熊本市でも③の同意方式との併用を実施

中である．今回の研究で熊本市と協同して作成する災害

時要援護者個別支援プランでは、③の方式を積極的に取

り入れ、モデル町内を 4 町内設定し、防災・福祉関連

部局、福祉関係者、地域の代表者などの関係機関が要援

護者本人に直接的に働きかけ、個別支援プランを作成し

た．その特徴は、要援護者 1 人に対し、隣保組をベー

スとした一次支援者（3-4 名）、二次支援者（他の隣保

組あるいは他町内から 3-4 名）、場合によっては民間支

援会社を含めた三次支援者を定め、一次支援者が何かし

らの理由で支援不能になった場合、二次・三次支援者が

支援行動を行うといった、段階的で面的な支援体制（地

域包括支援方式）を確保することである．これにより、

より確実な避難支援体制を構築可能となった．また、そ

れぞれの要援護者宅からの避難経路についても支援者間

で事前確認を行い、安全な避難経路をプランに導入して

いる．しかし、このプランはあくまでも計画であるため、

災害時に有効に機能するかどうか、避難訓練などを通し

て検証する必要があることが認識された． 
 
（２）提案支援システムの有効性の検証社会実験 

 災害時要援護者を考慮した避難行動実験の日時・参加

者等を表－１に記す．本実験のシナリオとしては、平

成 21 年 10 月 24 日 9 時 30 分、M7.2、震度 6 弱の地震

が発生、壺川校区では地震による家屋倒壊、火災が発生、

また、傾斜地では土砂崩れが発生するという想定で行っ

た．ここで、水害ではなく、地震を想定して避難実験を

行った理由は、毎年行われる熊本市主催の災害医療訓練

の一部として本実験を地域行事として組み込んでいただ

き計画を行ったためである．実験では、より実際の被災

状況を再現するために、当校区内に通行止めや支援不能

となるといったトラップを複数設定し、災害時要援護者

個別支援プランや安否確認システムの有効性の評価およ

び避難行動調査を行った．トラップの配置箇所は図－1

に示す．なお、本実験での避難場所は、熊本市の指定避

難場所である熊本市立壺川小学校とした． 
本実験では、要援護者と避難支援者の避難行動を定

量的に把握するために以下の方法を用いた． 
 
① 支援者に GPS 端末を配布し、10 秒ごとの位置情報

の把握を行った． 
② 実験参加者にはゼッケンを着用していただく．た

だし、要援護者・支援者のグループと一般参加者を

区別するために、前者にはオレンジ、後者には白の

ゼッケンを配布した（写真－1）． 
③ 校区内の要所の交差点に学生を配置し交差点を通

過する参加者のゼッケン番号・通過時刻・移動方向

を記録した（写真－2）． 
④ 支援者 1 人に対し学生 1~2 人が同行し、支援開始

時刻や避難完了時刻を記録した． 
 

表－１ 避難行動実験の日時・参加者等 

実施時期・場所 参加者 
2009年10月24日（土）9:30~11:00 
天候：晴天 
避難場所：熊本市立壺川小学校 

住民 88（内要援護者 
11 ）、行政 38、NPO 
1、大学関係 56、 
その他 8 

 
３．避難状況・安否確認システムの運用実験結果 

本実験には災害時要援護者 11 名の方が参加いただけ

ることになったので、その個別支援プランでは要援護者

1 名につき支援者を 1~2 名を隣保組から選出した．運用

実験では、実際の状況下での本システムの安定性や実効

性を確認することが主目的であったので、携帯電話の操

作が不慣れな方によるデータの欠測を防ぐために、同行 
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図－1 トラップ一覧と路上計測地点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
した学生に支援依頼メールを送信し、学生が状況報告を

行った．支援依頼メールの送信および安否確認システム

の運用は、避難所兼現地災害対策本部となる壺川小学校

で行った．支援依頼メールは、地震発生の 2 分後、9 時

32 分に一斉送信した．本システムの運用は円滑に実施

され、災害対策本部における状況確認に有効であること

が分かった．問題点としては、メールの一斉送信から実

際に受信するまでの時間差が、最小で2分、最大で6分
発生していることである．この時間さは今後登録者が増

えた場合にさらに大きくなることが予想され、今後メー

ル送信システムの改善が必要である．また、大災害時の

携帯電話の不通などを想定し、今後は簡易無線などの複

数の手段を併用した情報伝達手段について検討を行う必

要も示唆された．  
 

４．避難行動に関する調査結果と考察 

 ここでは要援護者支援行動に関する基礎調査の結果を

検証する．多くの自治体では避難計画において、車の利

用を控え徒歩による避難を前提としているが、水害時の

歩行速度は悪条件を考慮して33m/分 (2km/h)と想定し、

避難場所までの移動距離は 1 時間以内に移動できる距

離としておおむね 2km 前後とするものが一般的である
10)．しかし、これらの避難計画は健常者の歩行速度を考

慮したものであり、要援護者や高齢者などは考慮されて

いない．一般的に歩行速度は加齢と共に低下する 11)と

いわれており、さらに遅い歩行速度を想定しなければな

らない．そこで、支援者が要援護者宅に到着後、支援開

始の状況報告を行ってから避難完了するまでの避難速度

と距離を求めた．その結果、避難速度の最小値として

25m/分（1.5km/h）という値が得られた．実験当日は晴

天であり、水害時や夜間の避難の場合はより避難速度が

低下することが予想される．そのため、要援護者支援プ

ランに関しては、一般的な避難計画で想定される 33m/h
よりも遅い速度を想定する必要がある． 
次に、2006 年に同校区で行われた避難行動実験と支

援者として本実験の両方に参加された方の避難データを

比較した．2006 年の実験では、支援者単身での避難で

あったのに対し、本実験では要援護者を伴っている．な

お、2006 年の実験と本実験では避難場所やシナリオが

異なるなど、厳密な意味での比較は不可能であるが、そ

の避難速度に関しては最小で 30%、平均で 18%の速度

低下が見られた．また、2006 年の実験での全体の避難

平均速度が 72m/分であったのに対し、本実験では要援

護者を伴った状態では 45m/分と、62%程度に低下して

いる．これらのデータは今後校区での実践的な避難行動

計画に反映させてゆく必要がある． 
また、本実験では地震を想定したため、低平地に位

置する壺川小学校を避難所としたが、壺川小学校は水害

時に浸水の可能性が高いことがこれまでのワークショッ

プの結果から分かっている．そのため水害時は高台に位

置する壺川地域コミュニティセンターに避難を行うこと

になるが、低地部との高低差が 30m の坂を上る必要が

ある上、雨天時は坂を雨水が流れ落ちるということから、

要援護者を伴った状況での避難は難しい．また、低平地

部の町内からコミュニティセンターまでは 1~2km 程度

写真－1 支援者と要援護者の避難状況 

写真－2 学生による通行止め（トラップ）の指示状況 



あるため、高齢の方や要援護者の避難を支援する方にと

っては最適な避難所とは言いがたい．そのため要援護者

個別支援プランでは、一時避難場所を設定し、要援護者

の避難に最適な経路・場所を検討していくことが重要で

ある． 
 

５．おわりに 
 本研究では、熊本市壺川校区をケーススタディとした

リスクコミュニケーションの実施を通して把握された地

域の防災ニーズとそれに対応して開発した支援システム

の概要について説明した．特に、本支援システムの地域

内での実効性を高め、他地域へも展開可能な統合化シス

テムとして確立を目指すために、要援護者の個別支援プ

ラン作成と連動した地域展開の取り組み、およびその実

効性・有効性の検証のために実施した避難行動訓練につ

いて説明し、提案した支援システムの評価と課題につい

て考察を行なった．主要な結論を以下に述べる． 
 
（１）災害時要援護者の避難状況・安否確認システムに

ついて、避難所での避難状況把握に有効であるこ

とが確認された． 
（２）避難行動では、移動速度が最小で 25m/分となり、

従来の避難計画よりも遅い速度であることが示さ

れた．これにより、水害などの進行性の災害では

要援護者の避難開始をより早期に行う必要がある

ことが分かった． 
（３）2006 年に行われた避難行動実験との比較から、

災害時要援護者の存在が避難速度に有意に負の影

響を与えることが示唆された． 
（４）要援護者個別支援プランについて、1 次・2 次支

援者を設定すると共に、支援不能になる可能性を

踏まえ、地域包括支援や更なる支援者を決定し、

支援のロバスト性の向上を図る必要がある． 
  
その他、PDCA サイクル3巡目を終えて抽出された課

題を以下に列挙する． 
 
（１）ワークショップを通じて、若年層や無関心層、不

参加者への成果の展開と啓発という課題が抽出さ

れた． 
（２）支援者の高齢化という問題点が得られた． 
（３）要援護者個別支援プランについて、一時避難場所

の設定を行う必要性が確認された． 
（４）災害時要援護者の避難状況・安否確認システムに

ついて、メールの送受信でタイムラグが見られ、

メールサーバの改善や複数の連絡手段の導入など

の対策が必要である． 
  

今後は上記の課題について改善を行うと共に、特に地

域への成果の展開という問題に対し、時間軸を取り込ん

だ避難行動マニュアルを作成・検討し、地域へこれまで

の成果の浸透を図る予定である． 
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